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台湾と中国は別の国家
　第二次大戦から70年以上が経ち、実質的に台湾は中
華人民共和国とは別の国家として成長しています。台湾
は国民が選挙を通じて政治家を選べる民主主義国家です
が、中国は全体主義国家で、政府の意向に沿わない人に
は政治参加の自由はありません。
　中国の習近平国家主席は今年１月、「台湾統一のため
に武力を行使する権利がある」と話しました。台湾が全体
主義国の中国に吸収されれば、人権弾圧の拡大になります。
これは、中国に返還された後の香港で民主活動家への締
め付けが強まっていることを見れば明らかです。
　幸福実現党は、台湾はすでに「独立した国家」であると
考えています。「同じ民族が統一国家をつくる」とは限りま
せん。例えばヨーロッパでは、同じ民族であっても、多くの
国家に分かれています。
　日本は1972年に中国と国交回復する引き換えに、台
湾と断交してしまいましたが、それは武士道の国として恥ず
べきことではなかったでしょうか。「台湾も中国の一部だ」

と言うのは、あくまでも中国の主張です。日本の一方的な
断交は正しい選択ではなかったでしょう。台湾は国際的に
孤立してしまい、中国の立場が強くなるばかりになっています。

　台湾が中国に吸収されれば、日本の暮らしを守るシーレー
ンも中国に握られてしまいます（下図）。ここを通じて日本に
入ってくる物資は、原油や鉄鉱石をはじめ、日本人の暮ら
しに必要不可欠のものばかりで、経済の要です。
　また、中国共産党機関紙は、「琉球（沖縄）は中国のも
の」と明言しています。台湾が中国に吸収されれば、侵略
の足場とされ、沖縄は危機に瀕します。
　台湾と日本は、「運命共同体」であり、台湾の防衛は日
本の防衛から切り離せないと言えるでしょう。

党首 釈量子

台湾の自由を守り抜く
～日本と台湾は運命共同体～

日本にとって、最も身近な国の一つである台湾ですが、
中国は、台湾を中国の「神聖な領土の一部」として、「一国二制度」による併合を進めようとしています。
しかし、その中国では、新疆ウイグル自治区で100万人以上がナチス型の再教育キャンプに
収容されているほか、チベット自治区や内モンゴルでも、弾圧が続いています。また、キリスト教や
仏教などの宗教施設が次々と破壊されています。このような状況を鑑みても、
幸福実現党は、台湾は断じて中国に吸収合併されるべきではないと考えます。
それは、台湾の人々の幸福とともに、日本を守るためにも極めて重要なことです。
日本は二度と台湾を見捨てることなく、積極的平和のために行動していかなければなりません。
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日本に石油や鉄鉱石などの戦略物資が運ばれる際のシーレーン（赤線）。
中国が東南アジアの国々や台湾・沖縄付近を支配すれば、日本は経済
活動をコントロールされ、国力を削がれる。
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中国を民主化させる日・台の使命

3月3日に大川隆法・幸福の科学グループ総裁が台
湾で行った講演・質疑応答を収録。李登輝元総統か
ら大川総裁に送られた手紙がきっかけとなったこの講
演では、「孫文、蔣介石、李登輝、蔡英文の流れと、
毛沢東、鄧小平、習近平の流れの違い」「台湾の考
え方を中国全土に広めること」など、台湾の人々への
激励とともに、日本の使命が力強く説かれた。

『愛は憎しみを超えて』

共産主義、全体主義について、現代的解説を簡潔に述
べた政治テキストであると同時に、第三次世界大戦の
勃発をアジア・太平洋地域でくい止めるための必読の
一書でもある。　　　　　　　　　（「まえがき」より）

大川隆法 著　幸福の科学出版刊
定価1,620円（税込）
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2009年8月主要政策集

2009年衆院選で「北朝鮮・中国の軍事的脅威への備え」
「集団的自衛権の行使容認」を主張しました。

2014年衆院選で、対中包囲網形成に向け、
ロシアとの関係を強化し、

平和条約の締結を目指すことを主張しました。

2018年9月にプーチン大統領の呼びかけがあり、
日本とロシアとの平和条約の締結に向けての調整が始まりました。

2015年9月に「安保関連法」が改正され、
集団的自衛権の行使が可能になりました。

10周年を迎えた幸福実現党 国防・外交政策に影響を与えた

２００９年 日米同盟強化と集団的自衛権
の行使容認を主張

２０14年 日露平和条約の締結を推進

立党して10年間の間に訴えてきた政策が、国政に影響を与えています。H a p p i n e s s  R e a l i z a t i o n  P a r t y
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○近隣国の核ミサイルに対処するため、巡航ミサイルなどの敵基地攻撃能力を保有
します。

○早期警戒衛星の打ち上げなど、宇宙からの防衛網を充実させます。
○中国や北朝鮮の核の脅威に対処するため、非核三原則を撤廃し、日本としての核

抑止力の保有を検討します。米国やロシアからの核兵器の購入やレンタルも検討
します。

○自衛隊法を見直し、自衛隊の行動・権限規定をポジティブリストからネガティブリ
ストに改めます。

○朝鮮半島有事などの際の邦人救出を可能とする法整備を行うとともに、邦人保護
プログラムを策定します。

○オスプレイ配備は、尖閣諸島をはじめとする島嶼防衛はもとより、朝鮮半島有事
などにおける邦人救出の備えともなるため、積極的に進めます。

○日本の公的機関や民間企業に対するサイバー攻撃の増加を受け、政府としてサイ
バー空間防衛に取り組みます。事案によっては自衛権を発動し、サイバー攻撃に
よる反撃を可能とします。

〔領土・領海・領空保全〕
○領域警備法を制定します。国家主権に対する侵害を排除するための必要な武器 

使用を認め、自衛隊および海上保安庁による実効力を伴った対応を可能とし 
ます。

○尖閣諸島を含む南西諸島の防衛体制を強化します。島嶼防衛を万全にするために、
自衛隊への海兵隊機能保有などを進めます。

○尖閣諸島に漁船避難所や自衛隊の監視施設の建設などを進め、実効支配を強化し
ます。

○海上保安庁の人員・装備の拡充を図ります。
○領空侵犯を阻止し、排除するために、必要な武器使用を可能とする自衛隊法改正

を行います。
○韓国による竹島の不法占拠に対しては、毅然たる対応を取ります。

〔防衛産業投資〕
○防衛産業強化のため、大胆な投資を実施します。財源として、無利子・相続非課

税の防衛国債なども検討します。

〔戦略的な外交の推進〕
○米軍普天間基地の辺野古への移設を日米合意通りに進めます。
○外交・安全保障の問題が、地方自治体の意向や選挙結果に左右されることを防ぐ

ため、地方自治体の許認可権限を見直し、国の専権事項であることを制度上、明
確化します。

○中国の海洋進出を抑止するために、インド、オーストラリア、東南アジア諸国、
島嶼国などとの連携強化を図ります。インドとの外交面・軍事面の協力を推進し、
日印同盟の締結を実現します。また、合同軍事演習の実施や日本製の防衛装備
品の輸出などを通じて、各国との安保協力を進めます。

○対中包囲網形成に向け、ロシアとの関係を強化します。平和条約の締結を目指す
とともに、ロシア極東地域への投資を活発化させ、北方領土の返還を実現します。

○ウクライナ問題を契機とするロシアの孤立化が中ロ接近を招かないよう、日本とし
てロシアと米欧との橋渡しを行う外交を展開します。

○中国の人権状況を調査して、国際社会に中国の横暴による自由の危機を訴えると
ともに、中国の民主化を促します。香港の民主化勢力を支援すべく、国際世論の
形成に尽力します。

○北朝鮮による拉致問題の早期解決に全力を尽くします。
○北朝鮮崩壊による北東アジア情勢の不安定化を防止するために、日米韓による朝

鮮半島の平和的な統一プログラムを策定します。南北統一による非核化、反日的
な政治姿勢の是正などを確認した上で、北朝鮮の体制移行をスムーズに進めるた
めの支援を実施します。

○ドイツなどと連携し、国連安保理常任理事国入りを目指すとともに、国際社会の
平和と安全を脅かす中国については、常任理事国からの追放を提起します。

〔歴史認識の見直し〕
○先の大戦における公正な歴史認識の共有に向けて、対外的な情報発信力を抜本的

に強化し、国際社会における世論形成を図ります。海外での反日的な施設開設や
慰安婦像設置などに対する徹底した抗議を行うとともに、在外公館による監視を
強化します。また、中国政府による南京事件、慰安婦問題に関する資料のユネス
コ記憶遺産への登録阻止に向けて全力を尽くします。

○河野談話、村山談話を白紙撤回するとともに、歴史認識をめぐる日本の名誉を回
復するために、「大川談話 －私案－」に基づく政府としての公式談話を発表します。

2014年11月主要政策集

幸福実現党公式サイト hr-party.jp

　第二次大戦後に連合国側として認められたのは中華民
国であり、この時には国連の常任理事国でもありました。し
かし、その後、共産党の毛沢東が国民党の蔣介石を台湾
に追いやったのです。「中華民国が、中華人民共和国（中
国共産党）に国土を奪われた」というのが、正当な歴史です。
　幸福実現党は、台湾を独立した国家として認めたうえで
国交を回復するとともに、国際連盟への復帰を支援するこ
とを目指します。中国本土の複数政党制を実現し、台湾・
香港から中国の自由化・民主化を進めるために日本が果た
すべき使命は大きいと考えます。
　中国は近年、台湾との友好国への経済援助などによっ
て懐柔し、台湾との断交を促しており、現在国交がある国
は１７カ国にまで落ち込んでいます。一方、日本は世界で

一番、外交関係の多い国です。台湾が日本につながれれ
ば、世界につながれることになっていきます。
　アメリカは、台湾と政府高官同士の交流を認めるなど、
関係を強めるための法案を作っています。日本も同様の法
律制定を目指すべきでしょう。３月１日には、蔡英文総統が
日本の新聞のインタビューで、安全保障に関する対話を求
めています。日本と台湾との関係を進めるべく、安保対話
の実現、そして、日米台で力を合わせての同盟関係まで進
む必要があります。
　今後日本としては、中国の脅威にさらされるフィリピン・ベ
トナムのある南シナ海などアジアの海域をもアメリカと共同
防衛できるよう、憲法改正をはじめ法律の整備も進めるべ
きです。

台湾はそもそも独立国である

国際社会への復帰を助け、同盟関係を

3月20日、内閣府に上記の
政策を提案する「台湾と国
交回復し関係強化を求める
要望書」を提出しました。

一、「日台関係基本法」を制定し、台湾との関係を強化すること。

一、日台FTAを締結して経済関係を強化すること。

一、日台の安全保障の交流を行うこと。

一、台湾との同盟関係を念頭に、台湾が独立国家であることを　　　
　  承認し国交回復を図ること。

一、米国とも協力し台湾の国連への加盟など
　  国際社会への復帰を後押しすること。

幸福実現党の台湾政策

新聞で好評連載中
の記事を書籍化す
るとともに、著者渾
身の書き下ろしを
収録した2書。立
党10年を振り返る
とともに、未来の国
家ビジョンを語ります。

釈量子党首 新刊を発売 !

いずれも  幸福の科学出版刊 1,000円（税込）

『繁栄の国づくり』『未来をかけた戦い』



台湾政策について

台湾政策

幸福実現党
2018年 6月

　わが党は、かねてより、東アジア地域の平和と繁栄を守っていくために、日本

と台湾との経済・安全保障両面での関係強化の必要性を訴えてきました。

　アメリカと北朝鮮の協調が進み、アジアの課題は中国問題へとシフトしてい

きます。その主たる舞台は、沖縄近海であり、台湾近海であり、南シナ海です。

中国の軍事的脅威が周辺国を脅かす中で、日本と台湾が友好関係を深めること

は、アジア地域の安定的な平和を生み出すためにも極めて重要な意味を持ちます。

　アメリカをはじめ、自由や民主主義という価値観を同じくする国々との連携を

強化しながら、日本と台湾は、共にアジアの発展に貢献すべきだと考えます。

　以上のような現状認識を踏まえた、わが党の「台湾政策」を記します。

① 日本は、台湾関係法を制定し、台湾防衛に関与する。
日本と台湾の関係には法的根拠が存在しない。この不安定な状況を改善すべく、

日本における「台湾関係法」を定め、日台のあらゆる立場の人物が相互に訪問する

ことを認めるとともに、台湾防衛に寄与する防衛装備の提供を行う。

② 日本は、台湾を「国家」として承認し、国交正常化を進める。
日本は過去において、中華人民共和国（中国）との関係を優先させ、中華民国（台湾）

との国交を断ったことへの反省に立つ。領土・国民・主権という国家の要素が明

確な台湾を国家として承認した上で、すみやかに国交正常化を実現する。

③ 日本は、台湾の国際連合への加盟（復帰）を支援する。
日本は、多くの国連分担金を支払っている国であり、相応の影響力を行使すべき

だと考える。台湾の国連加盟を全面的に支援するとともに、紛争が絶えない国際社

会で、「悪に屈服する平和」でなく、「正義のある平和」を実現するために、日本の国

連常任理事国入りを目指す。


